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第３章 事業の現状と課題 

 

１． 事業概要 

 

 本市の漁業集落排水事業は、平成８年度に事業着手し平成１２年度より供用開始してい

ます。当地区は第１種漁港であり臼杵市の漁業の「拠点」としての性格を持っています。 

地区内全ての世帯が漁業に携わる漁業依存度の高い集落です。工事も既に完成し水洗化率

も１００％となっている状況です。また当地区では、住宅が比較的近接して建設されてい

ることが多く、合併処理浄化槽を設置するための敷地が確保できない世帯も多くあること

から、漁業集落排水事業は地域の生活雑排水処理のために重要な役割を担っていると言え

ます。 

 本事業については、先述のとおり処理区域の整備は概成したため、今後は維持管理や改

築・更新を中心とした経営を行うこととなりますが、来るべき大規模更新時期の到来等に

備えておく必要があります。 

 

①事業の現況 

 漁業集落排水事業の現況は以下の通りです。 

 

（１） 事業運営組織 

会計名 漁業集落排水事業特別会計 

特別会計設置年月日 平成１２年７月１日 

地方公営企業法の適用状況 法非適用（平成３２年４月１日より一部適用予定） 

 

（組織の概要） 

 特定環境保全公共下水道事業第３章１－①－（１）を参照して下さい。 

 

（２）普及状況 

平成２７年度末時点での漁業集落排水の普及状況については以下の通りです。 

処理区域面積 ２ｈa 

処理区域内人口 １２５人 

水洗化人口 １２５人 

水洗化率 １００．００％ 

処理区域内人口密度 ６２．５人/ha 

 

（３）施設の現況 

 平成２７年度末時点での漁業集落排水処理施設の現況については以下の通りです。 
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処理場（泊ヶ内浄化センター）・管渠 

処理区数 １区 

処理場数 １箇所（泊ヶ内浄化センター） 

計画処理能力 ６６㎥／日 

現在晴天時処理能力 ６６㎥／日 

現在晴天時最大処理水量 ３６㎥／日 

年間有収水量 ９，２０１㎥ 

流域下水道等への接続の有無 なし 

管渠延長 １ｋｍ 

 

合併処理浄化槽 

型式 容量 

合併処理浄化槽 ２５０人槽 

  

 

（施設の最適化の実施状況） 

 特定環境保全公共下水道事業第３章１－①－（３）を参照して下さい。 

 

（４）民間活用の状況 

 施設の保守点検業務、汚泥引抜き業務について、外部委託にて行っています。 

 

（５）資産活用の状況 

 施設で発生した汚泥については臼杵終末処理場内の前処理施設に搬入後、下水道施設

と同じくセメント材料として再利用しています。 

 

２． 経営状況 

 

①経営状況の現状分析 

 

※数値については毎年度の決算値を用い、表示単位以下の数値は四捨五入しています。 

 

（１） 水洗化の状況 
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 水洗化率は、供用開始当初の平成１２年度末は２１％、平成１４年度末では１００％

となり、それ以降１００％を維持しています。 

水洗化人口は、供用開始当時は１５２人、平成２７年度末は１２５人となっています。 

減少要因としては、自然減が主な要因であり、ここ数年は１２５人を維持している状

況です。 

 

（２） 有収水量の状況 
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 有収水量は、平成２０年度の１０,７１１㎥をピークに微減傾向にあります。 

 有収水量を水洗化人口と一年間の日数で除した一日一人当たりの有収水量は、施設規

模も小さく、また、家庭排水のみであることから、２００ℓ前後で今後も推移するもの

と見込まれます。 
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（３） 下水道使用料の状況 

 
 

 漁業集落排水事業の使用料は、供用開始当初の料金設定から消費税の改定に伴う料金

改定のみ行っています。ここ数年は、水洗化人口、有収水量ともに大きな増減がなく、

料金収入の総額では１５０万前後で推移しています。 

 

（４） 一般会計繰入金の状況 

 

本市の漁業集落排水事業については、一般会計繰入金のルールに従い一般会計より繰

入をしています。 
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 漁業集落排水事業における基準内繰入は、その全額が起債償還金の財源であり毎年度

の償還額と同額となっています。基準外繰入は、使用料収入で賄えない部分の財源とし

て繰入しているものです。 

 繰入金総額の推移をみると、起債償還金のピークであった平成２０年度は、その財源

として資本費平準化債の借入をしていることから一時的に減少しています。 

 繰入金の総額については起債償還金が毎年度ほぼ同額で推移していることから約１

０,０００千円で推移しています。基準外繰入金については、平成２０年度を除き、２,

０００千円から３,０００千円の範囲で推移しており、基準内繰入金については、繰入

9,405 

5,449 

8,644 
6,768 7,216 7,217 7,217 7,217 7,217 

1,990 

0 

1,614 

1,077 2,184 1,949 2,583 2,783 2,383 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

繰入金（基準内外）の推移（漁排）

基準内繰入合計 基準外繰入合計

82.5
100.0

84.3 86.3 76.8 78.7 73.6 72.2 75.2

17.5

0.0

15.7 13.7
23.2 21.3 26.4 27.8 24.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

基準内・基準外の割合の推移（漁排）

繰入金に対する基準外繰入金の割合

繰入金に対する基準内繰入金の割合

（単位 千円） 



76 

 

金総額に対し毎年７５％以上を占めている状況です。 

 今後は、料金収入の減少等により維持管理費への財源も減少する見込みのため、基準

外繰入金が増加していく見込みです 

 

（５） 起債償還金の状況 

 

 

 

起債償還金については、平成１９、２０年度の９，４０５千円をピークに、以降は、

ほぼ横ばい状態となっています。 

 現在、漁業集落排水事業については管渠整備が概成しており、建設投資の財源として

の下水道事業債の借入予定もないため、起債償還金については今後も横ばいまたは減少

を続ける見込みです。 

 

（６） 起債残高の状況 
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 起債残高については、平成１９年度末は１１７，５５０千円、平成２７年度末では７

７，４８９円（平成１９年度末比４０，０６１千円減）となっています。 

整備事業に対する借入は平成１１年度が最終であり、その後、平成２０年度に資本費

平準化債の借り入れはしたものの、今後は毎年度確実に減少していく見込みです。 

 

 

（７） 収益的収支比率の状況 
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 収益的収支比率については、平成２０年度は資本費平準化債の借入に伴う繰入金の減

少により３５．６％となりましたが、ここ数年はほぼ１００％で推移しており、経営は

良好と考えます。 

また、総収益の内、一般会計繰入金の割合は、平成１９年度は８，８３０千円、８２．

４％、平成２７年度では９，６００千円、８６．４％となっており、平成２０年度の６

３．７％を除いて、各年度ともに概ね８０％以上となっています。 

総収益に含まれている一般会計繰入金は、その大半が基準内繰入金であり、繰入金の

ルールに従って繰入を行っていますが、基準外繰入金もあるため、今後は維持管理費用

の削減や財源確保のための使用料金体系の検討を行う必要があります。 

 

（８）経営比較分析表 

 その他、漁業集落排水事業の現在の経営状況の分析については、平成２６年度決算値

をもちいた「経営比較分析表」（平成２７年度策定）を参照して下さい。 

 （漁業集落排水事業 経営比較分析表） 

ＵＲＬ：

http://www.city.usuki.oita.jp/docs/2016022900028/file_contents/gyogyousyuurakuhaisui.p

df 

 

 

３．「安全で快適な下水道サービスを持続的・安定的に提供していく」ための課題 

 

 今後、漁業集落排水事業を経営していく上での課題について、主なものは以下の通り

82.4
63.7

84.2 83.1 85.9 85.6 86.9 86.9 86.4

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

総収益のなかに含まれる繰入金の割合の推移（漁排）

収益的収支の繰入金総額/総収益



81 

 

です。 

 

① 使用料収入の確保 

これまでも述べてきたとおり、漁業集落排水事業（泊ヶ内地区）については整備事業

が既成しており、また、水洗化率も１００％であることから、人口減少・少子高齢化、

節水機器の一般家庭への普及や節水意識の高まりに等によって、現行料金水準を維持す

れば、使用料収入は確実に減少します。 

 

② 経費回収率の伸び悩み 

 本事業は、既に水洗化率１００％であることから、現行の料金水準を維持した場合、

人口減少等により使用料収入の減少が見込まれることから、経費回収率は徐々に減少し

ていく見込みです。 

 

③ 汚水処理原価の上昇 

漁業集落排水施設は離島・辺地に位置し、小規模であることから維持管理費が割高と

なっています。 

 

④ 施設の長寿命化対策 

漁業集落排水施設をはじめとする生活排水処理施設は定期的なオーバーフォールが

必要で、そのうえほとんどの施設が塩害の影響を経年的に受けており、建設後の経過年

数のわりに腐食の進行が速い状況にあります。 

本市についても、供用開始より１６年経過しており機械・電気設備については既に耐

用年数を経過している状況にあることから、長寿命化対策を実施していく必要がありま

す。 

 

⑤ 危機管理体制の強化 

 下水道事業等については、市民の日常生活に欠くことが出来ない重要なライフライン

のひとつでもあることから、防災・減災等の対策に取り組む必要があります。 
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第４章 計画期間における投資・財政計画 

 

投資・財政計画についての説明は、特定環境保全公共下水道事業第４章を参照して下

さい。 

 

１．投資・財政計画（収支計画） 

投資・財政計画は別添資料の通りです。（別添１） 

※参考として平成１９～２８年度（平成１９～２７年度は決算値）も記載しています。 

 

２．資本的収支の見通し 

※グラフについては参考に平成２８年度決算見込値も含めています。数値については毎

年度の決算見込値を用い、表示単位以下の数値は四捨五入しています。 

 

①資本的支出 

Ⅰ 建設改良工事費 

施設が既成済であることから、現時点においては、建設改良工事費は計上していませ

ん。 

 

Ⅱ 起債元利償還金 

【平成２９年度～３８年度総額】 

・元利償還金 ６７，９２０千円 

（内訳） 

   元金   ５８，３９３千円 

   利子    ９，５２７千円 

・平成３８年度末時点での企業債残高（見込）  １３，５０８千円 

（概要） 
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 起債償還金については、新規借り入れ予定もないことから、平成２８年度から平成３

０年度は約７，０００千円、平成３１年度から平成３７年度は６，７１１千円、平成３

８年度は６，５０９千円となる見込みです。 

 

 

 

 起債残高については、毎年度確実に減少しており平成３８年度末残高は、１３，５０
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８千円となる見込みです。 

 今後については、平成２８年度に実施した機能診断調査結果を踏まえ、改築・更新を

実施していく計画ですが、起債残高の増加とならないようプライマリーバランスを考え

た計画をたて実行していく必要があります。 

 

② 資本的収入 

Ⅰ 起債 

（事業債） 

 発行予定なし 

（資本費平準化債） 

発行予定なし 

 

３．収益的収支の見通し 

① 収益的支出 

Ⅰ 維持管理費 

維持管理費のうち、主な項目について以下の通り記載します。 

 

（１） 動力費 

うち電気料 

【平成２９年度～平成３８年度総額】 

年間所要額（見込）７００千円×１０年間＝７，０００千円 

（概要） 

 年間所要額（見込）については平成２９年度当初予算要求額（平成２８年度の月平均

×１２カ月分）とし、平成３０年度以降はそれを据え置きとしています。 

 電気料金については、電力自由化に伴い、電気料金削減のための電力調達の見直しを

検討しているところです。 

 

（２） 修繕費 

【平成２９年度～平成３８年度総額】 

年間補修工事費 ５００千円×１０年間＝５，０００千円 

（概要） 

 現状、管渠及び処理施設ともに大規模更新等の予定がないため、平成２８年度決算見

込額約５００千円を平成３８年度までの１０年間据え置きとしています。 

 

（３） 委託費 

【平成２９年度～平成３８年度総額】 



85 

 

平成２９年度決算見込額        ２，１９７千円 

平成３０～平成３８年度決算見込額  １９，３４１千円（年間２，１４９千円×９年

間） 

平成２９～平成３８年度総額     ２１，５３８千円 

（概要） 

 毎年度の運転管理等及び汚泥運搬委託料です。平成２９年度は当初予算要求額ベース

で２，１９７千円とし、平成３０年度以降は平成２７年度決算額を据え置きとしていま

す。 

 

② 収益的収入 

Ⅰ 使用料収入 

【平成２９年度～平成３８年度総額】 

 １３，１３９千円 

（概要） 

水洗化率は１００％であるものの、今後は人口減少により使用料収入は減少していく見

込みです。 

 

 

 

 下水道使用料については、平成２９年度は１，４６７千円、平成３８年度では１，１

９５千円（平成２９年度比２７２千円減）となる見込みです。 

 

Ⅱ 一般会計繰入金 

 

※一般会計繰入金についての説明は第３章２－①－（４）一般会計繰入金の状況を参照

1,510 1,467 1,421 1,388 1,354 1,319 1,297 1,263 1,240 1,195 1,195 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38

下水道使用料の予測（漁排）（単位 千円） 



86 

 

して下さい。 

【平成２９年度～平成３８年度総額】 

一般会計繰入金総額 ９３，９６６千円 

（内訳） 

基準内繰入金    ６７，９２０千円 

基準外繰入金    ２６，０４６千円 

（概要）   

 

 

 

9,887 
9,511 

9,732 

9,259 9,293 9,328 9,350 9,384 9,407 9,452 
9,250 

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38

繰入金の予測（漁排）

7,218 
7,217 7,217 6,711 6,711 6,711 6,711 

6,711 
6,711 

6,711 
6,509 

2,669 2,294 2,515 
2,548 2,582 2,617 2,639 

2,673 
2,696 

2,741 2,741 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38

繰入金（基準内外）の予測（漁排）

基準内繰入合計 基準外繰入合計

（単位 千円） 

（単位 千円） 



87 

 

 

 

 
 

一般会計繰入金については、平成２９年度は９，５１１千円、平成３８年度では９，

２５０千円（平成２９年度比２６１千円減）となる見込みです。 

起債償還金が毎年度ほぼ同額で推移していること、また料金収入は減少するものの維

持管理の経費は一定額見込まれることから、９，３００千円程度で推移していく見込み

です。平成３８年度については起債償還額が減少することに伴い、繰入金も減少してい

ます。 

基準内繰入金については約７，０００千円で推移する見込みであり、繰入金全体に対

する割合は７０％以上を占める見込みです。 

 基準外繰入金については、約２，５００千円で推移する見込みです。基準外繰入金の

繰入金全体に対する割合は徐々に増加し、平成３８年度では２９．６％になる見込みで

す。これは料金収入の減少等により賄いきれないと見込まれる維持管理費に対するもの

であり、財源不足を補うための基準外繰入金は増加していくと見込まれるため、今後は、

維持管理や建設投資の費用の削減、また料金体系の見直しを含む財源確保の検討を行う

必要があります。 
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第５章 今後の経営状況の推移 

 

※グラフについては参考に平成２８年度決算見込値も含めています。数値については毎

年度の決算見込値を用い、表示単位以下の数値は四捨五入しています。 

 

１．指標による分析 

 「経営比較分析表」でも用いた指標の平成２９～平成３８年度までの数値をもとに、

今後の経営状況を分析しました。 

 

①収益的収支比率の分析 
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 収益的収支比率については、概ね１００％で推移する見込みです。 

 総収益の内、一般会計繰入金の割合は８５％以上となる見込みです。また、この繰入

金の中には基準外繰入金も含まれており、約２５％以上となる見込みです。 

基準外繰入金に頼らずに収益的収支比率を改善していくために、施設の委託契約の見

直し等の維持管理費用の削減や、財源の確保のための使用料金体系の検討を行う必要が

あります。 
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② 経費回収率の分析 

 

 

使用料収入を汚水処理費で除して求めた経費回収率については、平成２９年度は３８．

９８％、平成３８年度では３０．３５％（平成２９年度比８．６３％減）となる見込み

です。 

平成２９年度以降、微減傾向にあり使用料収入では汚水処理費を賄えていない状況が

今後も続くと考えられます。 

 

 

③ 汚水処理原価の分析 
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汚水処理費を有収水量で除して求めた汚水処理原価については、平成２９年度は４２

２円、平成３８年度では５３７円（平成２９年度比１１５円増 約２７％増）となる見

込みです。 

汚水処理費用は概ね横ばいで推移し、有収水量は水洗化人口の減少に伴い減少する見

込みであることから、今後はますます汚水処理原価が高くなる見込みであると考えられ

ます。 

 

④ 水洗化率の分析  

 

 

 

水洗化人口については、臼杵地域の人口減少に伴い減少し、平成２９年度末で１２１

人、平成３８年度末では９９人（平成２９年度末比２２人減）となる見込みです。 

水洗化率は、平成１４年度には１００％となり、それ以降１００％を維持しています。 
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水洗化人口の減少に伴い、有収水量についても減少し、平成２９年度は８，９１３㎥

が、平成３８年度では７，３２９㎥（平成２９年度比１，５８４㎥減）となる見込みで

す。 
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 有収水量を水洗化人口と一年間の日数で除した一日一人当たりの有収水量は、施設規

模も小さく、また、家庭排水のみであることから、２００ℓ前後で今後も推移するもの

と見込まれます。 
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第６章 効率化・経営健全化の取り組み 

 

これまでの分析等を踏まえた上での効率化・経営健全化の取り組みについて、主なも

のは以下の通りです。 

また、これらの取り組みのうち、現時点で反映可能なものを盛り込んだ投資・財政計

画及び一般会計繰入金を予測し、策定しました。 

資料は別添の通りです。 

・投資・財政計画（別添２） 

・繰入金の予測（別添３） 

 

【投資・財政計画（別添２）等に反映させた取り組み】 

１．維持管理費の削減 

①動力費（電気料） 

 電力自由化により電力調達の見直しをすることで、削減を図ります。 

【削減目標】 

 年間電気料約７００千円→６６５千円（３５千円、５％削減） 

 計画期間全体では、３５０千円の削減となります。 

②委託費 

 本事業の委託費については、運転管理委託や汚泥処分委託等総額で年間約２，２００

千円となっています。他の下水道事業と併せた発注や、契約方法の見直しにより削減を

図ります。 

【削減目標】 

 年間委託料２，１５４千円→２，０４７千円（１０７千円、５％削減） 

 計画期間全体では、１，０７３千円の削減となります。 

 

２．繰入金の適正化（一般会計繰入金） 

  一般会計繰入金の内、基準内繰入金については起債償還金の財源であり従来通りルー

ルに従った繰入をする方向で財政当局と協議していく必要があります。 

  基準外の繰入金については、極端な増加とならないよう適正な維持管理に努めていき

ます。 

 

 

【投資・財政計画（別添２）等に未反映の取り組み】 

 現時点では具体的な数値目標が定められないため投資・財政計画には反映していませ

んが、今後取り組むべきものとして以下の取り組みが挙げられます。 
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３．財源確保（適正な料金水準について） 

下水道使用料については、本事業における唯一の自主財源であり将来見通しにおいて

は、人口減少により料金収入も減少していきます。よって、経営指標からもわかると

おり、経費回収率は減少し、汚水処理原価は上昇する見込みであることから、他事業

と併せ適正な料金水準について検討していきます。 

 

４．投資（長寿命化に関する事項） 

本施設については、平成２８年度に施設の機能診断を実施し、平成３０年度に機能保

全計画をたて、長寿命化事業に繋げていくこととしています。 

よって、計画段階において経営と併せた計画的な実施となるよう努めていきます。 

 

５．危機管理等の体制整備と施設の耐震化 

 （１）体制整備 

  平成２７年度に策定した、「下水道事業業務継続計画」を基に、今後はこの計画に

沿った行動がとれるよう高い危機管理能力を備えた職員の養成に努めます。 

 

 （２）施設の耐震化 

  ①泊ヶ内浄化センター 

   本施設については、平成１１年度の「農業集落排水施設設計指針」以前に建設さ

れており、耐震基準の確保は不明ですが、鉄筋コンクリート造りの平屋建てでもあ

ることから、耐震化より下水道ＢＣＰにより早期復旧を図っていきます。 

  ②管渠の耐震化 

農業集落排水施設同様に、管渠の耐震化については、特別な場合（国道等の幹線

道路に埋設する場合等）を除き考慮する必要がないとされていることから、耐震化

等の考慮はしていません。 

   漁排施設の管渠については、掘削深も浅く被災しても比較的早期復旧が可能であ

ることから、今後更新する際も従来通りの取扱いとすることで更新費用の抑制を図

っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 


